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指定居宅介護支援事業所重要事項説明書 

令和８年１月１４日現在 

１．事業の目的及び運営の方針 

(1) 事業の目的 

社会福祉法人会津若松市社会福祉協議会が運営する当指定居宅介護支援事業所は、介

護保険法に基づき、適切な居宅介護支援サービスを提供することを目的としています。介護支

援専門員（ケアマネジャー）が、介護が必要な方とそのご家族に対し、お一人おひとりの状態に

応じたきめ細やかなケアマネジメントを行います。 

(2) 運営方針 

当事業所の介護支援専門員は、介護が必要な方の状況を理解し、その方がご自身の能力に

応じて自立した日常生活を送れるよう、ご本人やご家族の意向を尊重した支援を行います。 

サービス提供にあたっては、常に公平・中立な立場で、ご利用者の意思と人格を尊重します。

また、会津若松市、地域の保健・医療・福祉サービスを提供する事業者等と密接に連携し、総

合的なサービスが提供できるよう努めます。 

 

2．会津若松市社会福祉協議会居宅介護支援事業所の概要 

（１）指定居宅介護支援を提供する事業者について 

事業者名称 会津若松市社会福祉協議会 

代表者氏名 会長 五十嵐 司也 

所在地 会津若松市追手町 5番 32 号 

電話番号 電話：０２４２-２８-４０３０   Fax：０２４２- 28-4039 

法人設立年月日 1950 年 02 月 27 日 

 

（２）利用者に対しての指定居宅介護支援を実施する事業所について 

事業所名 会津若松市社会福祉協議会居宅介護支援事業所 

所在地 会津若松市河東町郡山字中子山２２番地 

介護保険事業所番号 第０７７０２０１１３５号 

サービス提供地域 会津若松市 

電話番号 電話：０２４２-７５-４７８０   Fax：０２４２-７６-１５８８ 

 

（３）事業所の職員体制、人数、および職務、サービスの内容 

職 名 職務内容 人数 居宅介護支援の内容 

管理者 

（主任介護支援専門

員を兼ねる） 

業務を統括し執

行するとともに

運営上の管理

業務を行う 

１名 ① 居宅サービス計画の作成 

② 利用者状況、サービス実施状況の把握と

評価 

③ 居宅サービス事業者との連絡調整 

④ 医療との連携 

⑤ 給付管理 

⑥ 要介護認定申請に対する協力、援助 

⑦ 相談業務  

介護支援専門員 
 

介護支援の提
供を行う。 

２名 
（管理者含

む） 
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（４）①から⑦についてのサービス内容の説明 

①居宅サービス計画作成について 

ア）ご利用者のお宅を訪問し、ご本人とご家族の意向を伺いながら、現在の生活環境や状況を

把握します。その上で、居宅サービス原案を作成致します。 

イ）サービスがご利用者の状況に最も適したものとなるよう、サービス担当者会議を開催し、専

門職からの意見を参考に計画を調整します。 

ウ）必要に応じて、ボランティア活動や地域住民による支援など、介護保険外のインフォーマル

サービスも含め、多様な生活支援サービスが総合的に提供されるよう計画に盛り込みます。 

②利用者状況、サービス実施状況の把握と評価について 

居宅サービス計画の作成後も、少なくとも月 1 回はご利用者のお宅を訪問し、ご本人や家族

等と面談します。これにより、居宅サービス計画の実施状況やご本人の状態を確認し、必要

に応じて居宅サービス計画の変更を行います。 

③居宅サービス事業者との連絡調整について 

ア）ご利用者の状況に合ったサービスが提供されるよう、居宅サービス事業者との連絡調整を行

い、サービス利用に関する便宜を図ります。 

イ）ご利用者またはご家族に同意を得て、個人情報の適切な取り扱いを行い、サービス担当者

会議及び入院中のカンファレンスはテレビ電話装置（オンラインツール）等を活用して行う場

合もあります。 

④医療との連携 

ア）ご利用者が医療機関に入院する必要が生じた場合は、ご家族から担当介護支援専門員の

氏名と連絡先を病院または診療所に伝えていただきます。介護支援専門員は、入院前の状

況を医療機関に共有します。 

 イ）居宅サービス事業所からご利用者に関する情報提供を受けた場合や、その他必要と認めた

場合は、ご利用者の同意を得て、口腔内の状況、服用中の薬剤、心身や生活状況に関する

必要な情報を主治医または歯科医師に提供し、意見を求めます。 

 ウ）ご利用者が訪問看護や通所リハビリテーションなどの医療系サービスの利用を希望される場

合や、その他必要な場合には、ご利用者の同意を得て主治医または歯科医師の意見を求

めます。居宅サービスの計画作成後には、当該計画を主治医に交付します。退院後のリハ

ビリテーションを早期に開始できるよう、入院中の医療機関の医師による意見を踏まえて、速

やかに医療サービスを含む居宅サービス計画を作成に努めます。 

⑤給付管理 

ア）居宅サービス計画に基づき、毎月「給付管理表」を作成し、国民健康保険団体連合会に提

出します。 

イ）ご利用者の退院時等にケアマネジメント業務を行ったにもかかわらず、ご利用者の逝去によ

りサービス利用に至らなかった場合でも、モニタリングやサービス担当者会議における検討等、

必要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供さ

れたものと同等と認められる場合においては、居宅介護支援の基本報酬を請求します。 

⑥要介護認定申請に対する協力、援助 

ご利用者が要介護認定を受けていない場合は、ご本人の意向を踏まえ、速やかに当該申

請が行われるよう必要な援助を行います。また、要介護認定更新の申請が遅くとも要介護認

定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行います。 
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⑦相談業務について 

介護サービスや介護保険に関する様々な相談（要支援、要介護認定申請、住宅改修、

福祉用具購入等）を受け付けております。お気軽にご相談ください。 

 

（５）営業日および営業時間 

営業日  月曜日から金曜日。ただし、祝日、12 月 29 日から 1 月 3 日までを除く。 

営業時間  午前８時３０分から午後５時１５分 

緊 急 

連 絡 先 

０２４２-７５－４７８０   

０９０－６２５８－４６７７ （24 時間対応可能） 

 

３．利用料金  

居宅介護支援の利用料金（基本料金及び加算料金）は、以下の通りですが、要介護または

要支援認定を受けられた方は、介護保険制度から全額支給されるため自己負担はありません。 

 

〈基本料金〉 

要介護  １ ・ ２ １０，８６０円 

要介護  ３ ・ ４ ・ ５ １４，１１０円 

 

〈加算料金及びその他の費用について〉 

初回加算 ３，０００円 ・新規に居宅サービス計画を作成する場合 

・要支援者が要介護認定を受け、居宅サービス計

画を作成した場合。 

・要介護状態区分が２区分以上変更され、居宅サ

ービス計画を作成した場合。 

 

入院時情報連携加算

（Ⅰ） 

２，５００円 入院した日のうちに、病院または診療所の職員に対

して必要な情報を提供した場合。 

※入院日以前の情報提供や、営業時間終了後また

は営業日以外の日に入院した場合の入院日翌日

の情報提供も含む。 

 

入院時情報連携加算

（Ⅱ） 

２，０００円 入院した日の翌日または翌々日に、病院または診

療所の職員に対して必要な情報を提供した場合。 

※営業時間終了後に入院した場合で、入院日から

起算して 3 日目が営業日でない場合は、その翌日

の情報提供も含む。 

通院時情報連携加算 ５００円 ご利用者が医師または歯科医師の診察を受ける際

に同席し、医師等に心身の状況や生活環境等の情

報提供を行い、医師等からご利用者に関する必要

な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画（ケア

プラン）に記録した場合。 

https://i.ansinkaigo.jp/knowledge/care-insurance
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退院・退所加算(Ⅰ)イ ４，５００円 必要な情報の提供を、カンファレンス以外の方法に

より 1 回受けた場合。 

 

退院・退所加算(Ⅰ)ロ ６，０００円 必要な情報の提供を、カンファレンスにより 1回受け

た場合。 

 

退院・退所加算(Ⅱ)イ ６，０００円 必要な情報の提供を、カンファレンス以外の方法に

より 2 回以上受けた場合。 

 

退院・退所加算(Ⅱ)ロ ７，５００円 必要な情報の提供を 2 回受けており、うち 1 回以上

はカンファレンスによる場合。 

 

退院・退所加算(Ⅲ) ９，０００円 必要な情報の提供を 3 回以上受けており、うち 1 回

以上はカンファレンスによる場合。 

 

ターミナルケアマネジ

メント加算 

４，０００円 在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療や

ケアの方針に関する当該利用者またはその家族の

意向を把握した上で、その死亡日および死亡日前

１４日以内に２日以上、自宅を訪問し、心身の状況

等を記録、主治医等およびケアプランに位置付け

た居宅サービス事業者へ提供した場合。 

 

４．秘密保持 

当事業所は、業務上知り得たご利用者及びご家族に関する秘密や個人情報を、契約中お

よび契約終了後も、正当な理由なく第三者に漏らすことはありません。 

ただし、以下の場合は例外とします。 

・行政機関、かかりつけ医、または医療機関から情報の提供を求められた場合。 

・円滑なサービス提供のため、居宅サービス計画に関わる他の事業者と連携を図る際に、

事前に文書で同意を得た場合。 

 

５．公平中立の確保 

（１）ご利用者が居宅サービスを選択される際には、当地域における指定居宅サービス事業

者などの情報（名簿、サービス内容等）を提供し、多様なサービスの中からご自身に合った事

業所を選べるようお手伝いします。 

（２）ご利用者は、特定の事業者の紹介を求めることや、居宅サービス計画（ケアプラン）に特

定の事業所を位置付けるよう求めることができます。 

（３）居宅サービス計画に特定の事業所を位置付けた場合、ご利用者やご家族は、その事業

所を選定した理由について説明を求めることができます。 

（４）過去6ヶ月間に当事業所において作成された居宅サービス計画における、訪問介護、通

所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用割合や、サービス提供事業所が紹介

された割合などの情報についても、あらかじめ説明いたします。 
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６．サービスの利用方法 

サービスの開始・終了における費用負担はありません。 

（１）サービスの利用開始 

サービスのご利用を希望される場合は、当事業所の職員がご自宅に伺います。契約締結

後、所定の手続きが完了次第、サービスの提供を開始いたします。 

（２）サービスの終了 

ア)利用者の都合でサービスを終了する場合ご連絡をいただいた後、担当介護支援専

門員が訪問し、サービス終了の理由を確認した上で、必要に応じて他の居宅介護支援

事業所への引き継ぎを行います。 

イ）自動終了 

・ご利用者が介護保険施設に入所した場合。 

・ご利用者が小規模多機能型居宅介護支援事業所及び看護小規模多機能型居宅

介護支援事業所と利用契約を結んだ場合。 

・ご利用者が認知症対応型共同生活（短期入所を除く）、特定施設入所者生活介護

と利用契約を結んだ場合。 

・介護保険給付でサービスを受けていたご利用者の要介護認定区分が「非該当（自

立）」「要支援１、要支援２」と認定された場合は、地域包括支援センターへ引き継ぎ

ます。 

・ご利用者が逝去した場合。 
 

７．緊急時の対応について 

指定居宅介護支援の提供中に、ご利用者の病状の急変や、その他緊急事態が発生した

場合は、速やかにかかりつけ医に連絡するなど必要な措置を講じます。また、事前に伺って

いる緊急連絡先のご家族にも速やかに連絡いたします。 

 

８．事故発生時の対応について 

指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、ご家族や市町村、関係諸機関

等に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。事故の状況や対応については記録し、事業

者の責任と判断される事故については、損害賠償により速やかに対応いたします。ただし、

事業者の故意または過失によらない場合は、この限りではありません。 

 

９.虐待・身体拘束の防止 

（１）事業所はご利用者の人権の擁護・虐待の防止・身体拘束の防止等のために、以下の措

置を講じます。 

ア）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者    目黒 洸太 

イ）虐待の防止のための指針を整備しています。 

ウ）従業者に対する虐待・身体拘束防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

 

（２）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現在介護している家族・親族・同居

人等）による虐待を受けたと思われるご利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に

通報します。 
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（３）虐待通報の窓口 

受 付 曜 日 

受 付 時 間 

月曜日から金曜日（祝日、12月 29日から 1月 3日までを除く） 

午前８時３０分から午後５時まで 

会津若松市社会福祉協議会居宅介護支援事業所 ０２４２-７５-４７８０  

会津若松市役所 高齢福祉課 地域支援グループ ０２４２-３９-１２９０ 

１０.非常災害・感染症対策への取り組み 

非常時（感染症および災害時）に早期の業務再開を図るため、業務継続計画の策定と指

針の整備を行い、職員間での共有をしています。業務継続計画に従い、介護支援専門員

に対して、必要な研修および訓練を実施しております。 

 

１１.ハラスメントへの取り組み 

当事業所は、以下の事由に該当する場合、ご利用者に対して、文書で通知することによ

り、この契約を解除することができます。 

・ご利用者またはご家族が、事業所職員、または他の利用者に対して、契約の継続が困難

となるほどの背信行為（介護現場におけるハラスメント対応マニュアルで定義する身体的暴

力（たたく等）、精神的暴力（大声を発する、怒鳴るなど）、セクシャルハラスメント（必要もなく

手や腕を触る等）のハラスメント行為を含む）を行い、その状態が改善されない場合。 

 
１２.第三者評価の実施 

直近 1年間における第三者評価の実施はありません。 

 

１３．相談、要望、苦情等の窓口 

（1）居宅介護支援に関する相談、要望、苦情等は下記窓口までお申し出下さい。 

苦情受付責任者   目黒 洸太 

苦情受付担当者   遠藤 綾子 

受 付 曜 日   月曜日から金曜日（祝日、12 月 29 日から 1 月 3 日までを除く） 

受 付 時 間   午前８時３０分から午後５時１５分まで 

電 話 番 号   ０２４２－７５－４７８０   携帯 ０９０－６２５８―４６７７ 

※24 時間対応しております。尚、上記の時間以外は、携帯電話へご連絡ください。 

(２) 社会福祉法人会津若松市社会福祉協議会 

苦情解決責任者  廣瀬 源    電 話 ０２４２－２８－４０３０ 

苦情受付担当者  内山 嘉昭   電 話 ０２４２－２８－４０３０ 

(３) 苦情解決委員 

当事業所では、地域にお住まいの方を「苦情解決委員」に選任し、地域住民の立場から当

事業所のサービスに対するご意見をいただいています。当事業所への苦情やご意見は、下

記の「苦情解決委員」にも相談いただけます。 

苦情解決委員  宮城 卓二   電 話 ０８０－５７３４－５８１８ 

苦情解決委員  小山 豊    電 話 ０８０－１６７８－８５４６ 

(４) 苦情対応における第三者機関 

福島県社会福祉協議会（福島県運営適正化委員会）電話 ０２４－５２３－２９４３ 

高齢福祉課 介護保険給付グループ  電 話 ０２４２－３９－１２４７ 

福島県国民健康保険団体連合会    電 話 ０２４－５２８－００４０ 


